
「成長分野等の業務に従事させる事業主」に該当するかどうかは、対象労働者に従事させる業務の

内容で判断します。具体的には、次の専門的な職業に関する業務が該当します。

支給申請の手続き

「成長分野の業務に従事させる事業主」の判断基準

デジタル・グリーン分野（以下、成長分野等）の業務に従事させる事業主が、就職困難者を継続

して雇用する労働者として雇い入れ、職場定着に取り組む場合に、特定求職者雇用開発助成金の他

のコースより高額の助成金を支給します。

１．  下記①～④のすべてに該当する事業主です。 

① 上記対象労働者種別に対応する特定求職者雇用開発助成金の他のコースの支給要件をすべて満た

すこと。 

    →詳細は各コースのページをご確認ください。 

② 対象労働者を、次のいずれかの成長分野の業務に従事させる事業主であること。 

  ・デジタル化関係業務  ・グリーン化、カーボンニュートラル化関係業務 

③ 対象労働者に対して、雇用管理改善または職業能力開発に関する取り組みを行うこと。 

④ ②と③についての報告書を提出すること。

対象労働者に支払われた賃金の一部に相当する額として、下表の金額が 支給対象期（６か月）ご
とに支給されます。 

  ・（  ）内は、中小企業以外の企業に対する支給額・助成対象期間です。 

対象となる事業主

対象労働者

支給額

特定求職者雇用開発助成金（成長分野等人材確保・育成コース）① 
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